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島根県立情報科学高等学校が発注する ＤＸハイスクール プログラミング実習室 机・

椅子等一式 の購入に係る一般競争入札については、次のとおりとする。 

 

 

１ 調達内容 

（１）件名 

島根県立情報科学高等学校 ＤＸハイスクール プログラミング実習室机・椅子等

一式購入 

（２）品名、内訳数量及び規格 

  仕様書のとおり 

（３）納入期限 

令和７年２月２８日（金） 

（４）納入場所 

島根県立情報科学高等学校（島根県安来市能義町310番地）   

 

２ 入札参加者の資格 

入札に参加する者は、次に掲げる条件を全て満たした者とする。 

（１）地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者でないこ

と。 

（２）地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当するため知事が一

定の期間を定めて競争入札に参加させないこととした者で当該期間を経過して

いない者（その者を代理人、支配人その他の使用人または入札代理人として使

用する者を含む）でないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に

規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団等」

という。）を経営に関与させている者でないこと。 

（４）物品の売買、借入れ等に係る入札参加資格審査要綱（昭和45年島根県告示第４

号）第４条の規定により、令和４年から令和６年までの入札参加資格の認定を

受け、入札参加資格者名簿の営業種目（大分類「文具・事務用機器類」、小分

類「事務機器」）に登録されている者であること。 

（５）島根県が行う物品の売買、借入れ等に係る入札について指名停止の措置を受

け、入札日においてその措置の期間が継続中の者でないこと。 

（６）島根県物品調達及び庁舎管理等に係る暴力団排除措置要綱（平成23年島根県告

示第454号）に基づき、入札等排除措置対象者に指定され、当該状態が継続中の

者でないこと。  

（７）本公告に示した物品の納入が十分に可能であるとともに、使用方法のサポート

や、障害発生時及び部品取替に速やかに対応できる者であること。 

（８）島根県内に本店、支店又は営業所等を有する者であること。 
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３ 入札参加資格確認申請 

（１） この入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認申請書（様式１）を提出

し、入札参加資格の確認を受けなければならない。入札参加資格を満たさない場

合は入札に参加することはできない。 

（２）入札参加資格の確認の審査結果は、令和６年１１月２５日（月）までに各申請

者へ入札参加資格確認通知書により通知する。 

（３）提出方法 

    持参又は電子メールとする。電子メールの場合は、メール送信後、メールした旨

を電話連絡すること。 

（４）提出期限 

令和６年１１月２０日（水）午後３時 

（５）提出場所 

〒692-8500 島根県安来市能義町310番地 

島根県立情報科学高等学校 事務室（担当：永島、内田） 

電話:0854-23-2700   

電子メール：jyohokagakukoko@pref.shimane.lg.jp 

（６）その他 

ア 当該競争入札に参加するために必要な資料の作成に要する費用は、入札参加希

望者の負担とする。 

イ 提出された事前提出書類及び資料は返却しない。 

ウ 提出された事前提出書類及び資料は他の入札参加希望者に対して非公開とす

る。 

エ 提出された事前提出書類及び資料は、入札参加希望者に無断で当該競争入札実

施及び契約締結以外の用途には使用しない。 

 

４ 仕様書等の不明疑義等 

仕様書等の不明疑義については、入札質疑書（様式２）により令和６年１１月 

１４日（木）午後３時までに電子メール（送付先：jyohokagakukoko@pref.shimane.lg.

jp）にて提出すること（提出後は必ず電話連絡をすること）。 

また、同等品での応札を協議する場合は、同等品協議書（様式３）により上記期限ま

でに提出すること。その際、仕様書の品目と同等品協議を行う製品と比較可能な資料

（カタログ等）を添付すること。 

なお、この協議において不承認となった商品については、応札の対象とならない。 

質疑及び同等品協議の回答は、令和６年１１月１８日（月）までに質問者に電子メー

ルで行うとともに、島根県のホームページ「入札情報」（http://www.pref.shimane.lg.j

p/bid_info/）に掲載する。 

 

５ 入札書の提出について 

本入札への参加希望者は、入札仕様関連書類（本説明書及び別添の入札仕様書等）を

熟知のうえ、封印した入札書を持参し提出すること（郵送不可）。 
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（１）日時 

令和６年１１月２７日（水）午前１１時から 

（２）場所 

島根県安来市能義町310 島根県立情報科学高等学校 会議室 

 

６ 入札の方法 

（１）入札方法等 

ア 入札は様式４－１又は４－２の入札書によるものとし、「年月日」欄には入

札の日を、「名前」の欄には次により記載すること。 

（ア）入札日に入札権限がある者（支店長等名称は問わない。以下「支店長

等」という。）自ら入札に参加する場合は、様式４－１を用いて、商号

又は名称及び当該支店長等の職氏名を記載すること。 

（イ）入札日に、支店長等から入札に関する一切の事務を前記（ア）以外の

者（以下「担当者等」という。）に委任の上、当該担当者等が入札する

場合は、様式４－２を用いて、支店長等に関する記載の下に、当該担当

者等の商号又は名称及び氏名を記載すること。 

イ 入札書は封筒に入れて密封の上、封筒の表書きとして「入札者の商号又は名

称」及び本説明書１(１)の「件名」を記載し、提出すること。 

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てるものとする。）を落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った

契約希望金額から消費税及び地方消費税に相当する額を除いた金額を入札書に

記載すること。 

（２）入札参加資格確認通知書 

事前に交付した入札参加資格確認通知書を、入札前に提示すること。 

（３）入札保証金の領収証書 

事前に入札保証金を納付した際に交付された領収証書を、入札前に提示するこ

と。ただし、入札保証金の免除を受けた者を除く。 

（４）委任状 

入札日に、支店長等から入札に関する一切の事務を担当者等に委任する場合

は、様式５の委任状を、入札前に提出すること。 

（５）再度入札 

ア 開札をした場合において、有効な入札のうち島根県会計規則（昭和３９年島

根県規則第２２号）第６２条の規定に基づいて設定された予定価格（以下「予

定価格」という。）の範囲内の価格の入札がないときは、再度入札を行うもの

とする。ただし、本説明書８に該当する無効入札を行った者は、再度入札には

参加できない。 

イ 再度入札は２回を限度とし、落札者がない場合は、地方自治法施行令第１６

７条の２第１項第８号の規定により、最終の入札において有効な入札を行った

者のうち、最低金額を記載した入札者と随意契約の交渉を行うものとする。 
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７ 落札者の決定方法 

（１）島根県会計規則第６２条の規定に基づいて定められた予定価格の範囲内で最低の

価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（２）落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせて落札者を決定する。この場合において、当該入札者は、くじ引き

を辞退できないものとし、くじを引かない者があるときは、当該入札執行事務に

関係ない職員にこれに代わってくじを引かせ、落札者を決定するものとする。 

 

８ 入札の無効 

本説明書２に示した入札参加資格のない者が入札したとき、その他島根県会計規則第

６３条各号のいずれかに該当するときは、当該入札者の入札は無効とする。 

また、次の事項に該当する場合も当該入札者の入札を無効とする。 

 ア 入札書の入札金額が加除訂正されているとき。 

 イ 入札書が鉛筆により記載されているとき。 

 ウ 入札書の入札金額以外の記載事項が押印されずに加除訂正されているとき。 

 

９ 入札の辞退 

入札参加資格確認申請書（様式１）を提出した後に入札を辞退する場合は、次による

こと。入札日前日午後５時までに入札辞退届（様式６）を電子メールにより提出するこ

と。 

 

１０ 入札保証金 

（１）島根県会計規則第６１条第１項の規定により、入札参加者が見積もる契約金額

の１００分の５以上の入札保証金を入札の開始までに納付しなければならな

い。 

    入札保証金の納付を要する場合の納付場所及び納付時期は次のとおり。 

ア 納付場所 

 島根県安来市能義町310 

 島根県立情報科学高等学校 事務室 

イ 納付時期 

 令和７年１１月２７日（水）午前９時から午前１１時まで 

     ただし、島根県会計規則第６１条の２各号のいずれかに該当する場合は、入札

保証金を免除する。入札保証金の免除を希望する者は、次の事項を記載した書

面及び証明書類を入札日の前日までに提出すること。なお、第１号及び第２号

により入札保証金の免除を希望する者は、次のア、イ、ウの事項を記載した書

面及び証明書類を、第３号により入札保証金の免除を希望する者はエを、入札

日の前日までに提出すること。（持参又は電子メールとする。電子メールの場

合は、メール送信後、メールした旨を電話連絡すること。） 

（ア） 島根県会計規則の該当条項 

（イ） 該当条項に該当する事由（具体的に） 

（ウ） （イ）の内容を証明できる書類（契約書の写し、入札保証保険契

約の保険証券等）を添付すること。 
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（エ） 入札保証金の免除に関する誓約書（様式７） 

（２）入札保証金の納付は、現金のほか国債、地方債その他の有価証券の提供をもっ

て代えることができる。 

（３）入札保証金は、落札者には契約締結後に、その他の者には落札決定後に返還す

るものとし、落札者が契約を締結しない時は、島根県に帰属するものとする。 

 

１１ 入札の取りやめ又は延期 

不正の入札が行われるおそれがあると認められるとき、または天災地変その他やむを

得ない事由が生じたときは、島根県会計規則第６１条の３第１項の規定により当該入札

を取りやめ、又は入札期日を延期することがある。 

 

１２ 契約 

（１）契約書作成の要否 

要する。 

（２）前金払い 

なし 

（３）契約の手続に使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（４）契約保証金 

ア 島根県会計規則第６９条第１項の規定により、契約金額の１００分の１０以上

を契約締結時に納付すること。 

  ただし、島根県会計規則第６９条の２第１号、第３号及び第７号のいずれかに

該当する場合は、契約保証金を免除する。契約保証金の免除を希望する者は、次

の事項を記載した書面及び証明書類を契約締結前に提出すること。なお、第１号

及び第３号により契約保証金の免除を希望する者は、次の（ア）、（イ）、

（ウ）の事項を記載した書面及び証明書類を、第７号により契約保証金の免除を

希望する者は（エ）を、契約締結前に提出すること。 

（ア） 島根県会計規則の該当条項 

（イ） 該当条項に該当する事由（具体的に） 

（ウ） （イ）の内容を証明できる書類（契約書の写し、履行保証保険契約の

保険証券等）を添付すること。 

（エ） 契約保証金の免除に関する誓約書（様式８） 

イ 契約保証金の納付は、現金のほか国債、地方債その他の有価証券の提供をもっ

て代えることができる。 

ウ 契約保証金は契約履行の完了検査後に返還する。 

（５）その他の契約条項 

本説明書１６（３）物品売買契約書（案）による。 

※島根県が、県の会計処理の適正を期するため、受注者に対し、この契約の処理

状況に関する調査への協力を要請した場合には、特別な理由がない限り要請に応

じるものとし、この契約終了後も、終了日の属する会計年度の翌年度から５年間

は同様とし、契約書においてその旨を約定する。 

（６）契約の停止等 
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事前提出書類等、入札参加に当たって島根県に提出した書類の記載事項に事実

と相違があることが判明したときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、契約予定者が、契約締結までの間に、指名停止等措置要綱に基づく入札

参加の資格制限又は指名停止を受けたときは、契約をしない。 

 

１３ 落札後の提出書類 

  （１）落札者は、落札決定後５日以内に次のものを電子データで提出すること。 

     品目別内訳明細表（様式任意で、品名、メーカー名、型式、数量、契約金額等

     が記載された一覧表形式のもの） 

  （２）落札者は、契約の締結後５日以内（島根県の休日を定める条例第１条第１項に

    定める休日は含まないものとする。）に次のものを提出すること。 

         納入スケジュール表（様式任意） 

 

１４ 完成図書の提出 

納入検査時に、次の書類を２部提出すること。 

（１）機器一覧表 

（２）写真 

（３）機器取扱説明書 

 

１５ その他 

（１）免税事業者は、「免税事業者届」を提出すること。 

（２）その他、地方自治法、同施行令及び島根県会計規則の定めるところとする。 

（３）不当介入への対応 

   入札の履行に当たって暴力団等から不当介入を受けたときは、島根県（情報科

学高等学校）に報告するとともに警察に通報すること。 

 なお、当該報告及び通報を怠ったと認められるときは、注意喚起その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

（４）問い合わせ先  島根県立情報科学高等学校 事務室（担当：永島、内田） 

             入札参加希望者  電話:0854-23-2700 

         電子メール：jyohokagakukoko@pref.shimane.lg.jp  

１６ 添付書類 

（１）様式 

・入札参加資格確認申請書（様式１） 

・入札質疑書（様式２） 

・同等品協議書（様式３） 

・入札書（様式４―１：申請人入札用） 

・入札書（様式４―２：代理人入札用） 

・委任状（様式５） 

・入札辞退届（様式６） 

・入札保証金の免除に関する誓約書（様式７） 

・契約保証金の免除に関する誓約書（様式８） 

（２） 物品売買契約書（案） 


